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明 細 苫

造形テータィ乍成システム、製造方怯および造形テータ作成プロクラム

技術分野

０００1 本発明は、一部を選択的に形状ィヒさせた造形屑を某礎平面上に積層することにょ

って造形物を形成する積層造形装置て用いられるテータを作成する造形テータ作

成ンステムに関する。

背景技 村

０００2 補綴治療にぉいて申者の顔貌、咀噛機能、発音・発声機能なとの機能を回復する

目的て用いられるクラウン、フリノン、インレー、オンレー、あるいはインプラントなとの

補綴物には、口腔内て長期間にわたって高強度、高耐久性を維持する事か大めら

れる。また、近年は失われた機能の回復たけてはなく審美性も、ょり高いレヘルて要

大されるょうになってきている。

０００3 このょうに、ょり高度化してきた要大に応えるためには、従来から広く行われてきた

歯科技工上にょる手作業を王体とした製作方怯ては不十分てあった。手作業にょる

補綴物の製作にぉいては、高い熟練度か大められる。また、作業者にょってその適

合性や機能性、耐久性に大きな幅かある。さらに、同し作業者にょる補綴物てあって

も大きなはらつきか存在する可能性を内在している。そのため、品質の安定性に大き

な不安かあった。

０００4 また、歯科技工上は、補綴物の製作には極めて多種類の材科を使いこなし、多くの

工程からなる作業を経なけれはならないため、広範な材科と臨床の知識と多くの経験

か要大される。これにょって歯科技工上は、長時間の作業を強いられてぉり、その負

担は多大なものてあった。さらにはこのょうな状況に起因して補綴物の製作コストも高

くなる傾向にあった。

０００5 一方、高まる物理的特性への要大に応えるため材科も種々の改良か施されたり、こ

れまて使われていなかった新しい材科か応用されたりしている。例えは、従来企属フ

レームの表面に天体歯に色燗を合わせたセラミノクスを焼き付ける陶材焼付け冠か

王流てあった。しかし、近年はこのフレームの企属色をなくすために、フレームを含め



た補綴物全体をセラミックスで形成したオールセラミックスクラウンの製作や、金属フ

レーム並みか、それに準ずる強度と金属フレームよりも優れた審美性を持たせるため

に、アルミナやジルコニアを用いたフレームの製作が増加している。

０００6 これらの材料の中には手作業では加工が離しかったり、長時間を要したり、大変複

雑な製造工程が必要であったりするものも少なくなく、歯科技工上にはこれらの新し

い材料に関する知識や加工技術の習得や経験が強いられる結果となり、さらに負担

が大きくなる状況となっている。

０００7 また、焼成による補綴物の収縮を修正する作業が従来よりも困難であり、高い適合

性を持った補綴物の製作が大変難しいケースが増えている。そのため、歯科技工上

の負担増のみならず、忠者の満足度を満たすことも困難になっている。

０００8 このように歯科技工上の長時間の複雑、高度な作業によって製作される補綴物は、

その手工業的な製作工程の故に生産性に限界がある。近年の高齢化社会の進行や

、歯周病による歯牙喪失機会の増大などによる補綴物の需要増の傾向に対して、一

定水準以上の品質を持つ補綴物の充分な供給が困難となっているのが現状である。

０００9 このような従来の歯科技工上による手作業主体の補綴物製作工程の問題を改苦す

るために、近年若しく発達したコンピュータによる加工技術を応用して、複雑な構造を

有する構造材の品質改苦、製造効率の向上を試みる多くの方法が開発されてきた。

００1０ 例えば、歯科において積層造形法よりも以前から普及の進んでいる切削式のC

C システムにおいては、ジルコニアなどの高物性を有する材料を切削してフレ

ームを製作する際に、半焼結状体のブロック材を切削し、形状を仕上げてから最終

焼結する方法がとられていた。この方法では切削式について回る切削くずの発生に

よる材料ロスが多い。また、場合によってはアンダーカット形状などが加工できないな

ど加工できる形状に制約がある。

００11 この形状に制約による変形を修正して適合性を確保するためには、結局手作業で

長時間をかけて現物あわせの調整作業を行う必要がある。またジルコニアなどはその

高物性のために通常の歯科用切削材では削れにくく、多くの切削材を消費しなけれ

ばならないため、製作コストが増大する。さらに、作業者によって適合性や仕上がりに

差が生じるなど、機械ィヒによる生産性向上と品質の安定ィヒとレリメリットが消失してし



まぅこともあった。

００1 2 また、最終焼結済みのブロックを切削する方法の切削式C C では仕上げ

作業が歯科技工上から機械になるので仕上がりや適合性は、そのレベルが充分か

否かは別として安定する傾向になる。しかしながら、例えば、ジルコニアを切削する場

合は、最初の荒削り工程から最後の仕上げ工程まで高物性のジルコニアブロックを

削りだすため、切削工具の消費本数が多くなり、切削時間も長大になる。そのため、

装置の稼働に必要なェネルギーの消費最も増加し、総じて製作コストを押し上げる

結果になっている。

００1 3 これら切削式の歯科用C C の欠点を解消するために例えば、造形テーブ

ル上に粉体を層状に積層して所望の造形物を作成する積層造形装置が提案されて

いる ( 例えば、特許文献 おょび2 参照 ) 。

００1 4 図2 ０は、上記の積層造形装置にょって、造形物が形成される工程を示す図である

。まず、図2 ０ に示すょぅに、積層造形装置が備える造形テーブル4 上に粉体フィ

ーダ4 2 にょって粉体が均一に散布され、粉体屑 5 が形成される。次いで、図2 ０ に

示すょぅに、インク、ジェットヘッド4 3 が、粉体屑 5 のぅち造形したい部分 5 a に液剤を

射出する。液剤が射出された部分 5 a は、例えば、光が照射されることにょって形状

化する。図2 ０ おょび2 ０ に示す動作は、造形テーブル4 が所定のピッチだけ降

下するたびに繰り返される。その結果、図2 ０C に示すょぅに、屑の一部が選択的に形

状ィヒされた粉体屑が複数積層される。最後に形状化していない粉体を除去すること

にょり、形状化した部分だけが造形物として残る ( 図2 ０ 参照 ) 。このょぅに積層造形

装置を用いることにょって、例えば、歯科用構造材のょぅな複雑な形状の構造材を形

成することができる。

００1 5 その後この造形物を焼結した後に仕上げ処理を施して目的の構造物を完成する。

特許文献 1 : 特開2 ００4 344623号公報

特許文献 2 : 特開2 ００5 59477号公報

発明の開示

発明が解決しようとする課題

００1 6 しかしながら、上記の積層造形装置にょって形成される造形物を補綴物のフレーム



なとに応用する場合、造形後の焼成工程か必要になるのて、昇温中に造形物か自

重や炉内の雰囲気の流れなとによって垂れたり、崩れたりして本来の目的の形状と

は典なる形に変形する事か多かった。特にロンクスパンフリソシフレームなとの長大

な造形物を焼成する場合には修正しきれないほとの大きな変形を生しることも多い。

また、焼成か不要な材科て造形物か形成される場合てあっても、形状化する際の乾

燥や重合により、変形を生しることかある。

００17 また、歯科補綴物のフレームなとは、忠者の文台歯にセメントなとの材科を介して

適合、合若するよぅに設計されることか多いため、造形テ一フルとの間に空間を有す

る場合か多い。そのため、事前に把握する事か困難な変形か生しやすい。

００18 そこて、本発明は、形成過程または焼成過程て変形しにくい構造の造形物を表す

造形データを作成する造形データ作成システム、プロクラムおよひ前記造形物の製

造方怯を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

００19 本発明にかかる造形データ作成システムは、屑光を照射することにより、またはハイ

ンター被を含侵させることにより、少なくとも一部を形状化させた造形屑を、某礎平面

上に積層することによって前記形状ィヒされた部分を造形物として形成する積層造形

装置て用いられる、前記造形物の形状を表す造形データを作成する造形データ作

成システムてあって、所望の構造物の形状を表す構造物データを入力する構造物デ

ータ入力部と、前記積層造形装置か形成する前記造形物に用いられる材科の組成

を表す組成データを記録する組成データ記録部と、前記造形物に用いられる可能性

のある材科の組成と、当核材科の乾燥、重合または焼結による変化の最を示す変化

呈データとを対応つけて記録する変化呈データ記録部と、前記組成データて示され

る材科の組成に対応する変化の最を示す変化呈データを前記変化呈データから取

得し、取得した変化呈データに某ついて、前記構造物データを用いて形成される造

形物か、乾燥、重合または焼結による変化後に前記所望の構造物の形状に近くなる

よぅに当核構造物データを補正する補正部と、前記構造物を前記某礎平面上に配置

し、前記配置された前記構造物を前記某礎平面に垂直に投影した投影面と、前記構

造物との間の空間の外形を表す外形データを、前記構造物データを用いて生成す



る外形生成部と、前記空間の略全体を満たすよぅに形成され、前記構造物を支持す

る支持部材の形状を表す支持部材データを生成する支持部材生成部と、前記某礎

平面に略平行な複数の平面それぞれにおける断面形状を表す断面データを、前記

構造物データ、前記支持部材データおよび前記外形データに某づいて生成する断

面生成部とを備える。

００2０ 前記補正部は、造形物の乾燥、重合または焼結による変化の最を示す変化呈デー

タを用いることにより、予め想定される乾燥、重合または焼結による収縮や変形など

変化の最に応じて、構造物データを補正することができる。そのため、積層造形装置

が構造物データを某に形成する造形物が、できるだけ所望の形状に近くなるよぅに、

構造物データが補正される。これにより、造形物が乾燥、重合または焼結 (焼成) 後

に目的の形状および大きさとなることを可能にする構造物データが得られる。

００2 1 さらに、前記支持部材生成部は、前記外形データで表される空間の略全体な満た

す支持部材の形状を表す支持部材データを生成する。そのため、前記支持部材デ

ータで表される前記支持部材と、前記構造物データで表される前記構造物とで構成

される造形物は、前記構造物の前記某礎平面側の面すなわち、前記構造物の下面

が前記支持部材によって前記某礎平面上に略全面に渡って支持される構成となる。

００22 このよぅな補正された構造物データ、支持部材データおよび外形データにより造形

物の断面形状を表す断面データが生成される。上述のよぅに補正部は、前記積層造

形装置がこの断面データを用いて、造形物の形成過程や、焼成工程で生じる変化の

最を見越した構造物データの補正を行っている。その結果、前記断面データを用い

て積層され、焼結された後の造形物は、構造物データ入力部で入力された構造物デ

ータが示す所望の構造物の形状を正確に反映した形状となる。すなわち、構造物デ

ータで表される構造物を形成する過程または焼結する過程で、前記構造物が収縮す

る等して変化することによる適合性や精度の低下が抑えられる。

００23 さらに、前記断面データを用いて積層される構造物は、前記支持部材によって、そ

の下面が前記某礎平面上に、略全面に渡って支持される状態で形成される。そのた

め、前記断面データに某づいた造形物が形成される過程においては、構造物の反り

等の変形が抑えられる。さらに、形成過程において、支持部材によって構造物の下



面が全面的に支持されているので、構造物は目的の形状を保ったまま正確に形成さ

れる。

００24 したがって、造形データ作成システムは、形成過程で変形しにくく、かつ形成、焼結

後に所望の形状を正確に反映した造形物を得るための造形データを提供することが

できる。造形データ作成システムは、例えば、クラウン、ブリッジ等のよぅに、その表面

が複雑で、かつ精密に形成する必要がある構造物の造形に有用な造形データを提

供することができる。

発明の効果

００25 本発明によれば、本発明は、形成過程または焼結過程で変形しにくい構造の造形

物を表す造形データを作成する造形データ作成システム、プログラムおよび前記造

形物の製造方法を提供することができる。

図面の簡単な説明

００26 図 本実施の形態 における造形データ作成システムの構成を表す機能ブロック図

である。

図2 造形データを作成する際の処理の流れを示すフローチャートである。

図3A 補正部2 が作成した補正済み構造物データ29が表すブリッジフレームの例

を示す図である。

図3B 支持部材生成部7が作成した支持部材データ25が表す支持部材の例を示す

図である。

図4 支持部材データ25を作成する処理の一例を示すフローチャートである。

図5 構造物データ22が表す構造物3 が、 ，座標上に配置された状態を表示する

画面の例を示す図である。

図6 構造物3 の形状を 平面に投影した平面32を表示する画面の例を表す図で

ある。

図7 外形データが表す外形33を表示する画面の例を表す図である。

図8 平面に垂直に等間隔で並べられた柱状体34a を表示する画面の例を表す

図である。

図9 柱状体34a に外形33を重ね合わせた状態を表示する画面の例を表す図である



図1０トリムされた柱状体 34a によって形成された支持部材34の形状を表示する画

面の例である。

図11 支持部材34の上に構造物3 が支持される状態を表示する画面の例を表す

図である。

図 A 支持部材34が接する部分の周辺部を窪ませた場合の支持部材34と構造物

3 の断面形状を示す図である。

図12B 切り火きを有する支持部材34の断面形状を示す図である。

図13 支持部材34の変形例を表示する画面を表す図である。

図14 支持部材34の変形例を表示する画面を表す図である。

図 A 構造物3 であるブリッジフレームを、互いに所定の間隔を有する複数の平行

な面で輪切りにした様子を横方向から見た図である。

図 5B 構造物3 であるブリッジフレームを、互いに所定の間隔を有する複数の平行

な面で輪切りにした様子を斜め上方向から見た図である。

図 5C 構造物3 であるブリッジフレームを、互いに所定の間隔を有する複数の平行

な面で輪切りにした様子を上方向から見た図である。

図16 構造物3 であるブリッジフレームの各断面における画像データの例を示す図

である。

図17 積層造形装置 ００の概略構成を示す斜視図である。

図 A 積層造形装置 ００による造形における最初の工程を示す断面図である。

図18B 積層造形装置 ００による造形における次の工程を示す断面図である。

図18C 積層造形装置 ００による造形におけるその次の工程を示す断面図である。

図18D 積層造形装置 ００による造形におけるその次の工程を示す断面図である。

図18E 積層造形装置 ００による造形におけるその次の工程を示す断面図である。

図19 制御プログラムによって制御される処理の一例を示すフローチャートである。

図2０A 従来の積層造形装置によって、造形物が形成される工程を示す図である。

図2０B 従来の積層造形装置によって、造形物が形成される工程を示す図である。

図2０C 従来の積層造形装置によって、造形物が形成される工程を示す図である。



図2０D 従来の積層造形装置によって、造形物が形成される工程を示す図である。

図 A 文台歯と接する部分の后に角があるタイプの補助部材 52の断面を表す図で

ある。

図2 1B 文台歯と接する部分の后が丸められているタイプの補助部材 53の断面を表

す図である。

図22 本発明によって製造されたクラウンを文台歯に装着したところを横から見た断

面図の様子を表す。

発明を実施するための最良の形態

００27 本発明の実施形態において、前記構造物データ入力部は、前記所望の構造物が

他の物体に装若されるものである場合に、前記物体と前記構造物との相対的な位置

関係を示す関係データをさらに入力し、前記関係データに某づいて、前記物体と前

記構造物との前記位置関係を固定するための部材を表す補助形状データを生成し

、前記構造物データに付加する補助形状データ生成部をさらに備える態様とすること

ができる。

００28 補助形状データ生成部により、構造物と装着対象の物体との位置関係を固定する

ための部材を表す情報が付加された構造物データが生成される。この構造物データ

から生成される断面データが積層造形装置で用いられることにより、前記部材が付加

された構造物が形成される。すなわち、物体に装着する際にその向きや位置を一意

に決定して正確に適合させる事ができる構造物を表す構造物データが得られる。そ

の結果、構造物を、前記物体に対して正しい位置および向きで装着することが可能

になる。構造物を物体へ装着した時の向きのずれ等が生じることが抑えられる。

００29 例えば、造形しよぅとする構造物がクラウンやブリッジなどのフレームとして使用され

る場合、補助形状データ生成部により、文台歯との合若または接着のためのセメント

スペースを付加したり、フレームが文台歯に対して正しい位置及び向きを維持するよ

ぅに、フレームの位置決めをしたりすることが可能になる。

００3０ 本発明の実施形態において、前記補助形状データ生成部は、前記前記物体と前

記構造物との間に設けられた板状体または柱状体を表すデータを、補助形状データ

として生成するものであって、前記組成データ記録部に記録された前記組成データ



を用いて、前記板状体または前記柱状体の断面積を求めることで前記補助形状デ

ータを生成することができる。

００3 1 前記補助形状データで表される部材は、複数の板状体または柱状体になってレ巧

ので、前記断面データで表される構造物と物体との間は、前記部材によって複数箇

所で支持され、かつ、前記構造物と部材が接する面積が 、さくなる。これにより、精密

な形状の構造物を物体に正確に位置決めすることが容易になる。

００32 本発明の実施形態において、前記補助形状データ生成部は、前記部材が前記物

体と接触する部分の面積を、前記位置関係を固定するのに必要な面積であり、且つ

前記構造物と前記物体との間の接着強度が所定値を下回らないために必要な面積

となるよぅに構造物データおよび関係データを用いて計算し、前記補助形状データを

生成することができる。

００33 これにより、構造物と物体との相対位置を十分な強度で固定し、かつ、構造物と物

体を十分な強度で接着することを可能にする補助形状データが得られる。

００34 本発明の実施形態において、前記補助形状データ生成部は、前記構造物データ

が示す構造体のぅち、前記物体に装若される面に付加され、前記構造体と前記物体

との間に所望のスペースに等しい厚みを持ち、前記物体と接触する面が前記物体の

該当する部分の形状と同じ形状の面である複数の板状体、または柱状体で形成され

る部材を表す補助形状データを生成することができる。

００35 これにより、完成した造形物は装着対象の物体に正しい位置と向きで、接着等のた

めの適切な厚みを保って、より的確に装着固定されることが可能になる。例えば、完

成した造形物が、忠者の口腔内の文台歯に装若される補綴物である場合、その補綴

物は、文台歯に対して正しい位置と向きで、適切なセメント屑の厚みを保って的確に

装着固定されることが可能になる。

００36 本発明の実施形態において、前記補助形状データ生成部は、前記構造体の前記

部材と当接する部分における法線方向に伸びている複数の板状体、または柱状体

で形成される部材を表す補助形状データを生成することができる。これにより、補助

形状データ生成部は、簡単な計算により補助形状データを生成することができる。

００37 本発明の実施形態において、前記外形生成部は、前記補正部によって補正された



補正済み構造物データと前記某礎平面上との間にできる空間の体積に某づいて前

記補正済み構造物の配置を決定し、前記補正済み構造物データと前記某礎平面と

の間にできる空間の外形を表す外形データを生成することができる。

００38 これにより、前記外形生成部が、前記空間の体積が最適になるよぅに前記構造物を

配置することができる。そのため、前記外形データは、最適な体積を持つ空間の外形

を表すことになる。このよぅな最適な体積を持つ空間の外形データに某づいて、前記

支持部材生成部が支持部材データを生成する。そのため、最適な体積を持つ支持

部材を表す支持部材データが得られる。例えば、前記空間の体積が 、さくなると、前

記空間に形成される支持部材も 、さくてすむ。すなわち、前記支持部材データで表

される前記支持部材が 、さくなる。その結果、前記支持部材の形成に用いられる材

料の最が少なくてすむ。

００39 本発明の実施形態において、前記支持部材データは、前記某礎平面に対して垂

直に設けられた複数の板状体または柱状体で形成される支持部材を表すことができ

る。

００4０ 前記支持部材データで表される支持部材は、複数の板状体または柱状体になって

いるので、前記支持部材が前記構造物に接する部分が 、さくなる。従って、前記断

面データで表される構造物は、前記支持部材によって全体に渡って支持され、かつ

、前記支持部材と接する面積が 、さくなる。このよぅな断面データに某づいて形成さ

れる構造物は、形成過程での変形が抑えられ、かつ、支持部材を取り外しても、その

残骸が構造物に残りにれ咋のとなる。すなわち、前記支持部材と前記構造物とが接

する面積が 、刮止、前記支持部材を除去する際に、前記構造物の根元近くで折れ

やすくなる。その結果、前記支持部材を除去した後の前記構造物の表面を平滑化す

るための後加工が容易になる。つまり、精密な形状の構造物を得ることが容易になる

。このよぅに、前記造形データ作成システムは、上記の支持部材データが用いること

により、精密な構造物を容易に得るための造形データを提供することが可能となる。

００4 1 本発明の実施形態において、前記支持部材データは、前記板状体または前記柱

状体の水平方向の厚みが、前記構造物に接する部分において、他の部分に比べて

体くなっている前記支持部材を表す態様とすることができる。



００42 これにより、前記支持部材データで表される前記支持部材が前記構造物に接する

部分の面積が 、さくなる。すなわち、前記支持部材と前記構造物との接点が 、さくな

るので、前記断面データに某づいて造形される造形物においては、前記支持部材は

、前記構造物から除去される際に、前記構造物に接する部分の近くで折れやすくな

る。その結果、前記構造物には、前記支持部材の残骸が残りにくくなる。すなわち、

前記支持部材データを用いて生成される断面データは、前記支持部材の残骸が残

りにくい形状の造形物を表すことになる。

００43 本発明の実施形態において、前記支持部材生成部は、前記構造物に接する部分

の近くに切り火きを有する支持部材を表す支持部材データを生成することができる。

これにより、前記構造物から前記支持部材を除去した際に、前記構造物に残骸が残

りにくい形状を表す支持部材データが得られる。

００44 本発明の実施形態において、前記支持部材生成部は、前記構造物において、前

記支持部材が接する部分の周辺部を構造物の内面方向へ窪ませるよぅに前記構造

物データを修正することができる。これにより、前記構造物から前記支持部材を除去

した際に、前記構造物に残骸が残りにくい形状を表す構造物データが得られる。

００45 本発明の実施形態において、前記組成データ記録部は、前記支持部材に用レ屯

れる材料の組成を表す組成データもさらに記録し、前記支持部材生成部は、前記組

成データ記録部に記録された前記組成データを用いて、前記板状体または前記柱

状体の水平方向の厚みを求めることができる。

００46 前記支持部材生成部は、前記組成データを用いることで、支持部材に必要な強度

を確保し、かっ最小の厚みが得られる。すなわち、前記支持部材生成部は、前記支

持部材が適切な強度を持ち、かっ前記構造物から容易に取り外すことができ、かっ
取り除いた後の構造物の表面に前記支持部材の一部が残らない程度の前記板状体

または前記柱状体の水平方向の厚みを求めることができる。

００47 本発明の実施形態において、前記支持部材生成部は、前記構造物が前記支持部

材に与える力の分布を、構造物データを用いて計算し、該分布に某づいて前記板状

体またほ前記柱状体の水平方向の厚みを求めることができる。

００48 前記支持部材生成部は、前記構造物から前記支持部材に加わる力の分布に某づ



いて、前記板状体または前記柱状体の水平方向の厚みを求めるので、前記支持部

材が前記構造物の変形を抑えるのに必要な強度を持ち、かつ前記構造物から容易

に取り外すことができ、かつ取り除いた後の構造物の表面に前記支持部材の一部が

残らない程度の前記厚みを求めることができる。なお、前記支持部材生成部は、前

記組成データおよび前記力の分布の両方を用いて前記厚みを求めてもよい。

００49 本発明の実施形態において、前記構造物は、口腔内の補綴物であり、前記構造物

データは、前記 口腔内またはその周辺部を測定することによって得られた測定デー

タを某に生成されたデータである態様とすることができる。

００5０ ロ腔内の補綴物の形状を表す構造物データは、前記測定によって得られた測定

データを某に生成され、乾燥、重合または焼結による収縮呈を予め見越して補正を

かけられているので、焼結後に前記 口腔内またはその周辺部の形状に適合した形状

の補綴物を表すデータとなる。

００5 1 前記造形データ作成システムで作成される前記断面データと、前記積層造形装置

とを用いて前記構造物を製造するための製造方法も本発明の一実施形態である。こ

の製造方法は、前記積層造形装置が備える上下に移動可能な造形テーブル上に、

所定の厚みの造形屑を形成する屑形成工程と、前記造形屑の少なくとも一部であっ
て、前記断面データが表す断面形状に応じた形状の部分のみ選択的に光を照射す

るかまたはバインダー液を射出し、含浸させて形状化する造形工程と、前記造形テ

ーブルを前記所定の厚み分降下させる降下工程と、前記屑形成工程および前記形

状化工程を、前記断面データが表す前記複数の平面それぞれについて順次繰り返

すことによって、前記造形屑を積層する積層工程と、前記積層工程で積層された前

記造形屑において、前記形状化工程で形状ィヒされた部分以外の部分を除去するこ

とによって、前記支持部材によって前記造形テーブル上に支持された状態の前記構

造物を形成する除去工程とを備える。

００5 2 上記の製造方法によれば、前記積層造形装置は、前記断面データに某づいて前

記屑形成工程、前記形状化工程および前記降下工程を繰り返すことにより、前記形

状化工程で形状ィヒされた部分が、前記支持部材によって前記造形テーブル上に支

持される前記構造物となる。そのため、前記構造物を形成する過程において前記構



造物に生じる変形を抑えることができる。前記除去工程により、前記造形屑のぅち、前

記構造物と同時に形成された支持形状部分が除去される。

００5 3 また、前記積層造形装置によって形成された前記構造物は、焼結によって生じる収

縮、変形などの変化を予め補正したデータを某にしているので焼結後に目的の大き

さとなり、良好な適合性を持つことができる。

００54 光を照射することにより、またはバインダー液を含浸させることにより、少なくとも一部

を形状ィヒさせた造形屑を、某礎平面上に積層することによって前記形状ィヒされた部

分を造形物として形成する積層造形装置で用いられる、前記造形物の形状を表す造

形データを作成する処理をコンピュータに実行させる造形データ作成プログラムも本

発明の一実施形態である。所望の構造物の形状を表す構造物データを入力する構

造物データ入力処理と、前記積層造形装置が形成する前記造形物に用いられる材

料の組成を表す組成データを記録する組成データ記録部と、前記造形物に用レ屯

れる可能性のある材料の組成と、当該材料の乾燥、重合または焼結による変化の最

を示す変化呈データとを対応づけて記録する変化呈データ記録部とにアクセスし、

前記組成データで示される材料の組成に対応する変化の最を示す変化呈データを

前記変化呈データから取得し、取得した変化呈データに某づいて、前記構造物デー

タを用いて形成される造形物が、乾燥、重合または焼結による変化後に前記所望の

構造物の形状に近くなるよぅに当該構造物データを補正する補正処理と、前記構造

物を前記某礎平面上に配置し、前記配置された前記構造物を前記某礎平面に垂直

に投影した投影面と、前記構造物との間の空間の外形を表す外形データを、前記構

造物データを用いて生成する外形生成処理と、前記空間の略全体を満たすよぅに形

成され、前記構造物を支持する支持部材の形状を表す支持部材データを生成する

支持部材生成処理と、前記支持部材データで表される前記支持部材と、前記補正

部によって補正された構造物データで表される前記構造物とで構成される造形物の

、前記某礎平面に略平行な複数の平面それぞれにおける断面形状を表す断面デー

タを、前記構造物データ、前記支持部材データおよび前記外形データに某づいて生

成する断面生成処理とをコンピュータに実行させる。

００5 5 上記プログラムにより、前記積層造形装置が、前記某礎平面上に前記構造物を支



持するための前記支持部材を作成するために用いられる支持部材データが生成さ

れる。さらに、前記積層造形装置で利用しやすい断面データを生成することができる

００56 本発明の実施形態にかかる製造方法は、その屑の一部を選択的に形状ィヒさせた

造形屑を某礎平面上に積層することによって、前記形状ィヒされた部分を造形物とし

て形成する造形物の製造方法であって、所望の形状を有する構造物を前記某礎平

面上で支持するための支持部材を形成する工程と、前記支持部材の上に前記構造

物を形成する工程とを備える。

００5 7 以下、本発明の実施形態について、図面を用いて詳しく説明する。

００58 (実施の形態 )

実施の形態 は、造形テーブル上に粉体を積層させることよって形成される造形物

の形状を表すデータを作成する造形データ作成システムに関する。本実施形態にお

いては、造形物が、例えば、陶材焼付け冠のブリッジフレームとして用いる、ジルコニア

製構造物を積層造形装置で製造する場合を例にとり説明する。図 は、本実施の形

態 における造形データ作成システムの構成を表す機能ブロック図である。

００59 図 に示すよぅに、造形データ作成システム は、入力部3、出力部4、補助形状デ

ータ生成部27、補正部28、外形生成部 5、支持部材生成部7、断面生成部9および

記録部 を備える。造形データ作成システム は、補綴物形状データ作成システム2

および積層造形装置 ００に接続されている。

００6０ 補綴物形状データ作成システム2は、測定装置 7、作成部 5、モデル記録部 3

を備える。測定装置 7は、例えば、忠者の口腔内またはその周辺部の形状等を測

定する。測定装置 7が測定した形状は、測定データとして、作成部 5に送られる。

作成部 5は、測定装置 7から送られる測定データと、モデル記録部 3に予め記録

されたモデル2 とに某づいて、所望の補綴物の形状を表す構造物データ22を作成

する。モデル2 には、例えば、補綴物の某本的または一般的な構造を表すデータ等

が含まれる。

００6 1 入力部3は、作成部 5が作成した構造物データを読み込み、記録部 に記録す

る。その結果、造形データ作成システム が構造物データ22を利用できる状態になる



。また、入力部3は、構造物データで示される構造物が、他の物体に装若されるもの

である場合には、その装着時における物体と構造物との位置関係を示す関係データ

を入力する。関係データには、例えば、構造物が物体に装若される際に、物体に接

若される構造物上の面を特定するデータや、物体と構造物との間に設けられる空間

の厚みを示すデータ、装着対象の物体の形状を表すデータ等が含まれる。

００62 補助形状データ生成部27は、記録部 に記録された構造物データ22と関係デー

タに基づいて補助形状データを生成し、これを構造物データに付加して新たな構造

物データ22として記録部 に記録する。補助形状データは、構造物データ22で表

される構造物が物体に装若される際の、構造物と物体との位置関係を固定する補助

部材の形状 (以下、補助形状と称する)を表すデータである。

００63 例えば、構造物が陶材焼付けブリッジフレーム (以下、単にフレームと称する)であ

る場合、フレームが忠者の口腔内の文台歯に装若される際に、フレームを、文台歯に

対して正しい位置と正しい向きで、且つ文台歯とフレームとの間に適切なスペースを

維持して装着するための補助部材の形状を表す補助形状データが生成される。

００64 補助形状データ生成部27が、補助形状を決定する際、あらかじめ記録部 に記

録されている組成データ23が参照されることが好ま 、。組成データ23は、例えば、

補助部材、構造物または支持部材を形成する材料の組成を表すデータである。

００65 なお、この補助形状データ生成部27は製造しよぅとする構造物の使用目的によっ
て、補助形状が不必要である場合には経由させない事ができる。

００66 補正部28は、後の工程で造形した構造物を乾燥、重合、焼結、焼成する際に生じ

る変形や収縮による精度や適合性の低下を抑制するため、記録部 に記録された

構造物データ22、組成データ23および変化呈データ3０に基づいて、構造物データ

を補正した補正済み構造物データ29を生成する。生成された補正済み構造物デー

タ29は記録部 に記録される。

００67 外形生成部 5は、記録部 に記録された補正済み構造物データ29に基づいて、

外形データ24を生成する。外形データ24は、補正済み構造物データ29が表す構

造物を、例えば、造形テーブル上等の基礎平面上に配置した場合の、構造物と造形

テーブルとの間にできる空間の外形を表す外形データ24である。生成された外形デ



一タ24は記録部 に記録される。

００68 支持部材生成部7は、記録部 に記録された外形データ24に某づいて、造形テ

ーブル上で構造物を支持する支持部材の形状を表す支持部材データ25を生成す

る。支持部材データ2 5は、例えば、外形データ24で表される空間内に設けられる支

持部材の形状を表すデータである。支持部材生成部7が、支持部材の形状を決定す

る際、あらかじめ記録部 に記録されている組成データ23が参照されることが好まし

い。生成された支持部材データ25は記録部 に記録される。

００69 断面生成部9は、補正済み構造物データ29と支持部材データ25とに某づいて、断

面データ26を生成する。生成された断面データ26は、記録部 に記録される。

００7０ 出力部4は、断面データ26を積層造形装置 ００へ出力する。また、出力部4は、積

層造形装置 ００の動作を制御するための制御プログラムも積層造形装置 ００へ出

力する。制御プログラムの例については、実施の形態2において後述する。積層造形

装置 ００は、断面データ26および制御プログラムに某づいて、支持部材と構造物と

で構成される造形物を作製する。積層造形装置 ００の構成および動作の詳細は後

述する。

００7 1 造形データ作成システム および補綴物形状データ作成システム2は、例えば、パ

ーソナルコンピュータ、ザーバ等のコンピュータ上に構築される。造形データ作成シ

ステム および補綴物形状データ作成システム2は、 台のコンピュータ上に構築され

てもよレ七、互いに典なる2台のコンピュータ上にそれぞれ構築されてもよい。入力部

3、出力部4、外形生成部 5、支持部材生成部7、断面生成部9、作成部 5の機能は

、コンピュータの P が所定のプログラムを実行することによって実現される。記録部

、モデル記録部 3には、例えば、コンピュータに内藏されているハードディスク、

等の記憶媒体の他、フレキシブルディスク、メモリヵ一ド等の可搬型記憶媒体や

、ネットワーク上にある記憶装置内の記憶媒体等を用いることができる。

００72 次に、造形データ作成システム の動作について説明する。本実施形態では、忠者

が使用する陶材焼付け冠のブリッジフレームとして用いる、ジルコニア製構造物を積層

造形装置で作製するための造形データを作成する処理を例にとって説明する。ここ

で、造形データは、積層造形装置で作製される造形物の形状を表すデータである。



００73 はじめに、大まかな処理の流れについて説明する。図2は、造形データ作成システ

ム が造形データを作成する際の処理の流れを示すフローチャートである。図2に示

すよぅに、まず、補綴物形状データ作成システム2の測定装置 7が忠者の口腔内ま

たはその周辺を測定して測定データを得る。作成部 5は、測定装置 7から測定デ

ータを入力する (ステップS )

００74 作成部 5は、モデル記録部 3に記録されたモデル2 および測定データに基づい

て、目的とする構造物、すなわちフレームの形状を表す構造物データ22を作成する

。また、作成部 5は、フレームを文台歯に装着する際の文台歯との位置関係を特定

する関係データも作成する。(ステップS 2)。作成部 5が作成した構造物データおよ

び関係データは、入力部3により造形データ作成システム に読み込まれ、記録部

に記録される。

００75 補助形状データ生成部27は、作成部 5が作成した構造物データ22および関係

データを用いて、フレームとフレームを装着する文台歯との位置を固定するための補

助部材の形状を表す補助形状データを作成し、これを構造物データ22に付加する。

(ステップ3)。ここで、補助形状は、例えば、フレームを忠者の文台歯に装着する際

に術者が容易に正しい位置と正しい向きで装着できるよぅにするための位置決め用

のガイド形状、及び またはフレームを文台歯に装着する際に合若、あるいは接着

のために用いられる歯科用セメントが介在するためのスペースを保持するためのスペ

ーザ形状などである。

００76 なお、補助形状データ生成部27は、例えば、構造物が他の物体に装着するもので

ない場合のよぅに、補助部材が必要ない場合には上記ステッ 3の処理を実行しなく

てもよい。

００77 補正部28は、作成部 5あるいは補助形状データ生成部27が作成した構造物デ

ータ22を補正した補正済み構造物データ29を作成する(ステップ54)。補正部2 は

、構造物データ22が示す構造物と、構造物データ22を用いて造形された構造物が

焼結される際に生じる収縮や変形によって変化した構造物との差典が相殺されるよぅ

に、構造物データ22を補正し、補正済み構造物データ29を作成する。

００78 ステッ において、補正部28は、記録部 に記録された組成データ23および変



化呈データ3０を用いて、前記造形物の収縮呈を参照あるいは算出し、これを用いて

必要な補正を施して補正済み構造物データを生成する。

００79 外形生成部 5と支持部材生成部7が、補正部28が作成した補正済み構造物データ

29を用いて、構造物を支持する支持部材の形状を表す支持部材データ25を作成す

００8０ 断面生成部9は、支持部材と補正済み構造物とで構成される造形物の、互いに平

行な複数の平面それぞれにおける断面形状を表す断面データ26を生成する (ステッ

プ56) 。本実施形態においては、この断面データ26が、目的とする構造物であるフ

レームを作製するための造形データである。

００8 1 次に、一例としてブリッジのフレームを、所要の構造物とした場合の各ステップ ～
S 6の詳細な処理について説明する。

００82 (ステッ S データ入カ工程 )

ステップ において、補綴物形状データ作成システム2の測定装置 7が、例えば

、ブリッジを使用する忠者の口腔内および文台歯周辺部を測定することによって得た

測定データを作成部 5へ入力する。測定データは、例えば、文台歯形状、文台歯、

対合歯列の形状、咬合再径 (上 顎の間隔) 、中心位 (中心位置) 、ゴシックアーチ

等の忠者固有の値である。ゴシックアーチは、顎の運動に伴って生じる特定部位の

運動経路を描記したものである。忠者の口腔内および文台歯周辺部の形状は、例え

ば、点群データ、すなわちX Z座標値の集まりで表現される。

００83 (ステップS 2 形状作成工程 )

ステップS 2の形状作成工程において、作成部 5は、モデル記録部 3に記録され

たモデル2 および測定データに某づいて、構造物データ22および関係データを作

成する。図3 は、作成部 5が作成した構造物データ22が表すフレームの例を示す

図である。なお、図3 は、フレームが、後述するステップS 5で生成される支持部材

の上に形成された状態を示している。

００84 作成部 5は、測定データのぅち、例えば、文台歯、隣接歯、対合歯 (かみ合ぅ相手

の歯) の形状、反対側の歯牙形態、咬合高径 (上 顎の間隔) 、中心位 (中心位置) 、

ゴシックアーチ等のデータから、製作しよぅとするフレームの大まかな形状を決定する



００85 モデル記録部 3に記録されたモデル2 は、例えば、クラウン、ブリッジ等を再現す

るためのモデルである。モデル2 には、例えば、各部位の歯牙ごとのクラウンや、さ

まざまな部位及び本数からなるブリッジ形状を作成する某になる各種フレーム形状の

データベースや、某本的または一般的なボンティックの形状を表すモデル等が含ま

れる。作成部 5は、一般的なクラウン、ブリッジの形状を表すモデル2 に、上記の測

定データより得られた忠者特有の値を反映させて、フレームの大まかな形状を表すフ

レームモデルを作成する。

００86 作成部 5は、例えば、組成データ23を参照してフレームの材質を特定し、特定し

たフレームの材質から必要な強度を発現するための最低限必要なフレームの厚み等

を計算する。また、作成部 5は、フレームの材質に適したセメントスペースなどの情

報を例えば、予め記録されたデータから取得する。さらに、作成部 5は、セメントスペ

ースの情報を用い、文台歯データを某にして、ブリッジのフレーム底面 (すなわち、文

台歯と接若される面) の形状を決定することができる。

００87 このよぅにして決定されたブリッジのフレーム底面や、フレームの厚み等と前記フレ

ームモデルとを細み合わせて、図3 に示すよぅなフレームの形状を表す構造物デー

タ22が生成される。また、作成部 5は、文台歯に接若されるフレーム底面を特定す

るデータや、セメントスペースを示すデータ等を関係データとして記録しておいてもよ

００88 (ステッ S3 補助形状作成工程)

ステッ S3の補助形状作成工程は正確なスペースの確保や位置決めが必要な場

合など、補助形状が必要な場合に行われる。例えば、前記入力部3が、作成部 5が

作成した構造物データ22とともに関係データも読み込んだ場合に、造形データ作成

システム は補助形状作成工程が必要と判断することができる。

００89 ステッ 53の補助形状作成工程が必要と判断された実行される場合、補助形状デ

ータ生成部27が呼び出される。補助形状データ生成部27は、ステップ52の形状作

成工程において作成され、記録部 に記録された構造物データ22を用いて必要な

補助部材の数値的特長を生成し、構造物データ22に付加する。補助部材の数値的



特徴として、例えば、フレームと文台歯との間に必要なスペース最や、文台歯とフレ

ームとの間にスペースを設けた場合にフレームの正しい方向や位置を決定できるよぅ

なガイド形状が生成される。

００9０ これにより、完成後の構造物であるフレームが正しい位置に正しい向きで文台歯に

装着できるよぅにし、かつ必要充分なセメントスペースを確保して確実な文台歯への

合若、あるいは接着を実現することが可能になる。

００9 1 位置決めのための補助形状は最低でも3個以上で構成される。また、それぞれの

補助形状が文台歯と接触する面は、最低でも補助形状が充分な強度を持つだけの

広さを有する必要がある。同時に歯科用セメントや接着材料が文台歯とフレームを充

分に合若あるいは接着することを妨げないよぅにこれらの材料がフレーム及び文台歯

と充分に接触できるだけの面積を確保できるよぅに、自身の接触面積は可能な限り 、

さい事が求められる。

００92 ステッ 53の補助形状生成工程では、補助形状データ生成部27が、このよぅに相

反する条件を両立できるよぅな補助部材の形状と個数を構造物データ22、関係デー

タ及び組成データ23を参照して決定する。

００93 ここで、補助形状決定処理の具体例を説明する。補助形状データ生成部27は、ま

ず関係データが示す、あるいはシステムの操作者が入力したセメントスペース分の厚

みを構造物データ22の文台歯に装着する側の面から除去する。これにより、元の構

造物データ22が示すフレームの文台歯に装着する側の面、即ちフレーム底面と、文

台歯との間に所望のスペースが設けられる。

００94 次に、補助形状データ生成部27は前記スペースの中に設けられる補助部材の形

状を示す補助形状データを生成する。例えば、前記スペースにおいて、フレームから

法線方向に延びる板状体、または柱状体を表すデータが補助形状データとして生成

される (以下では一例として、補助部材が柱状体である場合について説明する)。こ

のよぅに所定のスペース内の柱状体を表すデータの生成には、後述する支持部材生

成部7による柱状体を表すデータの生成 (ステップ55) と同様の方法を用いることが

できる。また、例えば、文台歯の形状面をそのままフレームの方向にオフセットして、

フレームから法線方向に延びる柱状体を表すデータを算出することもできる。次に、



補助形状データ生成部27は、柱状体の断面積、すなわち、補助部材が文台歯と接

触する面の面積を計算する。それぞれの補助部材が文台歯と接触する面は、最低で

も補助部材がフレームと文台歯の位置決めに充分な強度を持つだけの広さを有する

必要がある。また、フレームを装着する際に、文台歯が補助部材と接触する部分の面

積が極端に狭いと、文台歯にかかる応力が、狭い範囲に集中して文台歯を損傷する

恐れがある。したがって、柱状体の断面積は、文台歯とフレームの位置を固定するた

めに十分に広く設定する必要がある。

００95 一方、歯科用セメントや接着剤などの接着材料が文台歯とフレームを充分に合若あ

るいは接着することを妨げないよぅにする必要がある。したがって、この接着材料がフ

レーム及び文台歯と充分に接触できるだけの面積を確保する必要がある。そのため

、補助部材が文台歯と接触する部分が広すぎると、フレームを文台歯に装着する際

に、補助部材と文台歯の間に接着材料が過剰に残って、設定した以上の厚みで固

定されることが起こり得る。このよぅなことを防ぐためには、補助部材と文台歯の接触

面積、すなわち柱状体の断面積は可能な限り 、さい事が求められる。

００96 補助形状データ生成部は組成データ23を参照して上記の相反する2つの条件を

満たすよぅな補助形状データを生成する。まず、最低でも補助部材がフレームと文台

歯の位置決めに充分な強度を持つだけため柱状体の断面積を計算する例を説明す

る。例えば、補助形状データ生成部27は、予め、補助部材に使用する材料の組成ご

とに計算され、記録部 に記録されている断面積と強度の関係を参照する。この断

面積と強度の関係は、例えば、補助部材に用いられる材料でできた柱状体の断面積

を様々に変えて製作した試験体を用いて、曲げ強さ試験などの強度試験を行ぅことで

求められる。補助形状データ生成部27は、補助部材の形状等を勘案して必要な補

助部材の強度を求め、前記断面積と強度の関係を用いて、必要な強度を発現するた

めに必要な断面積を逆算する。

００97 次に、接着材料がフレームおよび文台歯に充分に接触できるだけの面積を確保す

るために必要な柱状体の断面積を計算する例を説明する。まず、某本データとして、

接着材料とフレームとの単位面積あたりの接着強度と、使用材料と文台歯との単位

面積あたりの接着強度とが予め求められて記録部 に記録される。接着強度は接若



面積の増減と正の相関がある。そのため、補助形状データ生成部27は、フレームの

装着に必要な接着強度を算出して、上記の単位面積あたりの接着強度を参照するこ

とにより、前記必要な接着強度を発現するのに必要な接着面積を求めることができる

００98 図2 および図2 は造形物 (フレーム) 5０に付加された補助部材の形状の一例

を示す断面図である。図2 は文台歯と接する部分の后に角があるタイプの例であ

る。図2 は文台歯と接する部分が丸められているタイプの例である。このタイプはフ

レーム5０を文台歯に装着する際に、文台歯に接する補助部材 の面上にセメント

が存在する場合でも、セメントがその補助部材 53の文台歯に接する面からスムーズ

に排除される。そのため、残留応力が減少するとレづ効果を奏する。

００99 図2 および図2 に示す例において、造形物5０と補助部材 52 53の接合部分

が角を持たず曲面で構成されているのは、接合部分の強度確保を図っているもので

ある。曲面の半径はあまり大きいとスペーザの設置面積が不足して設計に支障をきた

す。また、あまり小さすぎると実質的に角で接合したのと同様の形態となり、セメントが

充填されにくくなったり、強度低下につながったり、亀裂の発生箇所になったりする恐

れがある。接合部の曲面の半径は文台歯とフレーム間距離の0・ 倍から3倍の範囲

が好ましい。

０1００ もちろん補助形状は、図2 2 に示したような造形物側に広がりを持たせた形

状だけに制限されるものではなく、適切なセメントスペースの確保と造形物を正しい

向きと位置に装着できる限りにおいてその形状に制約を設けるものではない。

０1０1 補助部材は、この他に長い帯状のものを複数本設けた形状とする事もできる。この

ような補助形状は、例えば、ステントなど広い面積で忠者口腔内に設置される補綴物

への適用が好ましい。

０1０2 次に、補助形状データ生成部27はフレームを正しい向きで正しい位置に装着する

のに必要充分な補助部材の数と、補助部材の効果的な配置位置を求める。補助形

状データ生成部27は、構造物データ22で示されるフレームの形状に某づいて、文

台歯にフレームを装着したときに、その方向が一意に決定されるように個数と場所を

決定する。フレームを文台歯に合若する際、その力の方向は限られるので、経験則



を用いることにより、補助部材の個数と場所をある程度決定することができる。

０1０3 例えば、構造物が単冠の場合は、少なくとも2個の補助部材が用いられる。この単

冠の場合、補助部材の個数に上限はないが、3個から 2個が好ま 、。また、構造

物がブリッジなどのよぅに、複数の文台歯装着部位がある補綴物である場合は、文台

歯装着部位ごとに上述の個数の補助形状データを設ける事が望ま 、。

０1０4 補助部材の配置場所として、例えば、前歯にあっては切端から見て唇側面、舌即

面、近心面、遠心面のぅちいずれか 箇所以上と、これらの中間点即ち舌側面と近心

面の接続部付近、近心面と唇側面の接続部付近、唇側面と遠心面の接続部付近、

遠心面と舌側面の接続部付近のぅちいずれか 箇所以上にそれぞれ 個以上補助

部材を設ける事が望ま 、。

０1０5 日歯にあっては、例えば、頬側面、舌側面、近心面、遠心面のぅちいずれか 箇所

以上と、これらの中間点即ち頬側面と遠心面の接続部付近、遠心面と舌側面の接続

部付近、舌側面と近心面の接続部付近、近心面と頬側面の接続部付近のぅちいず

れか 箇所以上にそれぞれ 個以上、補助部材を設ける事が望ま 、。

０1０6 こぅして生成された補助形状データは記録部 において、構造物データ22に付加

される。すなわち、それまでの構造物データ22は、補助形状データ生成部により、上

菩き保存される。

０1０7 補助形状データは、フレームを正しい向きで正しい位置に文台歯に装着する上で

大きな効果を発揮する。また、補助形状データにより、設定したとおりの適切なセメン

トスペースを確保する事ができる。

０1０8 図22は補助形状データが付加された構造物データ22を用いて、積層造形装置 ０

0が製造したフレームを、文台歯に装着した様子を横から見た断面図である。図22に

示す例では、文台歯6 とフレーム6 3の間には、接着材料6 2が充填されている。そし

て、文台歯6 に対するフレーム6 3の位置および向きを固定する補助部材64a ～64

eが文台歯6 とフレーム6 3との間に設けられている。

０1０9 以上の項 目を考慮して作成される補助形状データは適切なセメントスペースを高精

度で確保するのに大きな効果をもたらす。また、補助形状はフレームなどの造形物を

文台歯に装着する際、セメントスペースが遊びとなって正確な位置決めを妨げる要因



になるとレぢ問題の発生を防ぎ、設計通りに正確な向きと位置を一意に決定するため

のガイドとして機能する。

０11０ これらの効果は補綴物を忠者に装着する差典、その調整作業を大幅に削減し、ま

たその作業に要求される熟練度も低減される。これは術者の作業および忠者の負担

や苦痛の減少に大きく寄与する。

０111 このよぅに、造形しよぅとする構造物が、例えばクラウンやブリッジなどのフレームで

あり、文台歯との合若、接着のためのセメントスペースを付加したり、フレームが正し

い位置及び向きを維持して文台歯に位置決めしたりすることが必要とされる場合に、

補助形状データ生成部27は、補助形状データを生成することができる。

０112 (ステッ S 4 構造物データ補正工程)

ステッ S 4の構造物データ補正工程において、補正部2 は作成部 5、あるいは

補助形状データ生成部27によって生成され、記録部 に記録された構造物データ

22を組成データ23に基づいて補正することにより、補正済み構造物データ29を生

成し記録部 に記録する。

０113 通常歯科で用いられるクラウンやブリッジのフレームは金属、セラミックスなどで製作

される事が多い。また、フレームの上層に築盛される材料としては樹脂やセラミックス

が多用される。その他、インレーやオンレーなどのよぅに適切な処置を施した穿洞に

歯科用セメントや接着剤を介して嵌め込まれる補綴物には金属、樹脂、セラミックスが

用いられている。

０114 セラミックス系材料は焼結 (焼成) によって最終的な強度を発現させるといぅ工程が

必須である。これによって高湿度で繰り返し応力のかかる環境下でも長期間その強

度を維持し、ィヒ学的に安定で生体に対する為告作用がほとんどなく、また、高い明度

、透明感や天然歯類似の色調を良く再現した補綴物を提供することを可能にしてい
る。

０115 特に、アルミナやジルコニアを主成分とする素材は、クラウンやブリッジなどそれま

で金属でしか実用にならなかった用途に適用できる強度と靭性を持つ上に、色調の

面でも金属と比較するとより生体組織と調和する色調を持っている。そのため、これら

の素材は、最近注目を集めている。



０116 焼成工程の実施は上述の利点をもたらす反面、焼成後に収縮などの寸法や形状

の変化を引き起こすといぅ課題も持っている。

０117 ステッ 54の構造物データ補正工程は、例えば、このよぅな焼成による収縮、形状

変化、精度低下といった問題を解消するために用いられる。

0118 補正部28は焼成後に構造物データ22にできる限り近い構造物となるよぅに予め収

縮や変形の分だけ構造物データ22に補正を施す。以下では、焼成による収縮の分

だけ補正する例を示すが、補正部28による補正は、収縮分に限られない。例えば、

焼成工程での変形や膨張等の変化分を補正することもできる。この補正呈 (収縮呈)

の算出には組成データ23および変化呈データ3０が用いられる。組成データ23は、

積層造形装置 ００が積層造形しよぅとする構造物に用いられる材料の組成を表すデ

ータである。例えば、上記のフレームを、粉末ジルコニアを積層造形によって造形し

よぅとした場合、組成データ23には、粉末ジルコニアとその比重を示すデータが記録

される。

0119 変化呈データ2０は、積層造形される構造物に用いられぅる様々な材料の組成と、

それぞれの材料の焼結による変化の最を示す変化呈データとを対応づけて記録した

データである。下記表 に、変化呈データ2０の内容の一例を示す。下記表 に示す

例においては、造形物の組成、比重、および焼結による収縮呈が一細のレコードとし

て記録されている。なお、変化呈データ2０の内容は下記表 に限られない。

０12０ 表

造形物の組成 比重 収縮量

シルコニア 5 8 2 9 5

ンルコニア 6 ・ 7 2 2 5

アル ミ ナ 3 7 4 8

アル ミ ナ 3 9 8 ・ O

０12 1 例えば、粉末ジルコニアを積層造形によって造形しよぅとしたとき、組成データ23で

示される造形物の比重が 5・ であるとすると、補正部28は、上記表 に示す変化呈

データ2０を参照して、比重5・ におけるジルコニアの収縮最 9・5を得ることがで

きる。補正部28は、収縮呈 9・5に対応する分だけ構造物データ22が示す構造物



を拡大して補正済み構造物データ29を生成する。

０122 これにより焼成によって生じる収縮を見込んだ補正済み構造物データ29が得られ

る。補正済み構造物データ2 9は記録部 に記録される。

０123 なお、構造物を拡大・縮小する計算には、例えば、3次元C やC で用いられ

ている拡大・縮小の計算式を適用することができる。例えば、原点と構造物の各部間

との距離を必要倍して得られる距離に、構造物の各部を配置しなおすことで拡大、縮

小が行われる。また、補正部28は、3次元空間における座標変換公式 (例えば、アフ

ィン変換等 ) を適用して、構造物データ22の補正してもよい。

０124 なお、上記例では、補正部28は、変化呈データ3０に含まれる収縮呈を用いて補

正を行っているが、補正部28が変化呈データ3０を使って収縮呈を算出する構成で

あってもよい。例えば、変化呈データ3０として、比重から収縮呈を求めるための関数

を材料ごとに記録しておくことで、補正部28は、その関数を用いて収縮呈を計算する

ことができる。

０125 また、補正部28は、上記例のよぅな焼結による収縮を補正する場合に限られない。

例えば、補正部28は、樹脂等の材料が乾燥や重合によって変形する呈を変化呈デ

ータから算出し、その変形を補ぅ補正をしてもよい。なお、樹脂等の材料が乾燥や重

合によって変形する場合と、セラミックスが焼結によって変形する場合とでは変形のメ

カニズムや変形の程度、形状変化の傾向などは典なる。これら両方の変形を補正す

る場合には、それぞれの変形について、変化呈データや、変化呈の計算、補正の計

算が必要となる。このよぅに、補正部28は、様々な材料や変形メカニズムに対応した

適切な補正を施すことができる。

０126 また、乾燥や重合による変化および焼結による変化のいずれの場合も、寸法の変

化とそれに伴ぅ形状変化といぅ2つの現象が起こる場合が多い。そのため、補正部2

は、これらのそれぞれの現象について変化呈の算出および補正計算を行ってもよい

０127 (ステップS 5 支持部材データ生成工程 )

ステップS 5の支持部材データ生成工程において、外形生成部5と支持部材生成部

7が、補正部28が作成した補正済み構造物データ29を用いて、構造物を支持する



支持部材の形状を表す支持部材データ2 5を作成する。以下、一例として、補正済み

構造物データ29が表す構造物がステッ S 4で説明したブリッジのフレームである場

合について説明する。

０128 図3 は、支持部材生成部 7が作成した支持部材データ2 5が表す支持部材の例を

示す図である。図3 に示す支持部材は、図3 に示すフレームが積層造形装置 ００

で形成される際に、フレームを後述する造形テーブル上に支持するための支持部材

である。すなわち、図3 に示す支持部材の上に、図3 に示す構造物であるフレー

ムが形成される。

０129 図4は、支持部材データ2 5を作成する処理の一例を示すフローチャートである。ま

ず、外形生成部 5は、記録部 に記録された補正済み構造物データ29を読み込ん

で、補正済み構造物データ29が表す構造物を、某礎平面に対して、造形しやすい

向きに回伝させる (ステップ ) 。某礎平面は、構造物を形成するために積層される

造形屑の某礎となる平面である。造形データ作成システム における処理においては

、某礎平面を例えば、 平面とすることができる。なお、積層造形装置 ００において

は、某礎平面は、例えば、造形テーブルである。

０13０ 補正済み構造物データ29が表す構造物であるフレームが、某礎平面に対してどの

よぅな向きで配置されるかによって、某礎平面と構造物との間の空間の形状が変わる

。某礎平面と構造物との間の空間の形状が変わると、その空間に配置される支持部

材の形状も変わる。そこで、構造物の配置は、支持部材に用いられる材料の最が最

小になるよぅな配置、または支持部材および構造物の造形時間が最短になるよぅな配

置になるよぅに決定されることが好ま 、。このよぅな配置の決定要素のぅちどちらかを

優先させるか、あるいは両立させるよぅに構造物の某礎平面に対する配置が決定さ

れることが好ま 、。

０13 1 また、このステップで、フレームを、文台歯側の面を下 (某礎平面側) にして配置す

ると、フレームの文台歯側が支持部材により支持される構造となる。このよぅな構造に

なると、補助部材と支持部材との境界が不明確になる場合がある。また、文台歯に接

する側の空間が狭いので造形、焼成工程終了後の補助部材除去工程で、指や道具

が入りにくく、補助形状を取り除きにくくなる場合が多くなる。これらの問題の発生を事



前に回避し、除去工程がスムーズに実施できるよぅにするため、フレームは文台歯側

の面を上向きにした状態で支持部材データが生成されることが好ま 、。

０132 外形生成部 5は、例えば、構造物を回伝させ、様々な配置において、某礎平面と構

造物との間の空間の体積を計算する。外形生成部 5は、様々な配置のぅち、例えば、

前記体積が最小となる状態を、構造物を形成する際の配置として選択することができ

る。

０133 図5は、補正済み構造物データ29が表す構造物3 が、 ，座標上に配置された

状態を表示する画面の例を示す図である。図5に示す画面において、右上の画像は

斜め上から見た構造物3 の形状、右下の画像は 軸方向から見た構造物3 の形状

、左上の画像は，軸方向からみた構造物3 の形状、左下の画像は 軸方向から見た

構造物3 の形状をそれぞれ表している。図5に示す画面における ，座標は、例え

ば、某礎平面に垂直な方向を，軸に、某礎平面の面を 平面に対応させた座標とす

ることができる。なお、図5に示す画面で表示される構造物3 の形状は、説明を簡単

にするため、フレームの形状ではなく単純な形状とされている。以下に示す図6～3

においても、図5と同様に、補正済み構造物データ29で表される構造物3 および支

持部材データ2 5で表される支持部材は単純な形状で表されている。

０134 外形生成部 5は、補正済み構造物データ29が表す構造物3 の某礎平面に対する

高さを、造形しやすい適切な高さに設定する (ステップS 2)。外形生成部 5は、例え

ば、記録部 に予め設定されている高さを表すデータを、構造物3 の某礎平面に

対する高さに設定することができる。構造物3 の某礎平面に対する高さは、支持部

材に用いられる材料の最を少なくするためには、なるべく低い方が好ましい。しかし、

構造物が某礎平面に対して低すぎると、支持部材から構造物を取り外しにくくなるの

で、構造物を取り出しやすい程度の高さを保つことが好ま 、。

０135 外形生成部 5は、構造物3 の形状を，軸方向から 平面すなわち某礎平面に投

影した形の平面を作成する (ステップS 3)。図6は、構造物3 の形状を 平面に投

影した平面3 2を表示する画面の例を表す図である。

０136 外形生成部 5は、構造物3 を投影した平面3 2と、構造物3 との間の空間を、例え

ば、ルールド面等で埋めてこの空間の外形を生成する。図7は、外形データ24が表



す、構造物3 と某礎平面 ( 平面) との間の空間の外形3 3を表示する画面の例を

表す図てある。例えは、構造物3 かフレームてある場合、フレームの最大輪郭線て

構成される面とフレームを某礎平面に投影した平面3 2との間の空間の外形を表すテ

ータか外形テータ24となる。外形テータ24は、前記空間の周囲全てを囲む外形を

表す必要はなく、少なくとも一部の外形を表すテータてあれはよい。

０137 外形テータ24の形式は、例えは、閉したザーフェスとしてもソリノトとしてもよい。外

形テータ24の形式は、例えは、外形生成部 5の機能を実現するソフトウエアにおい

て扱われるテータの形式に依存する。

０138 支持部材生成部 7は、外形テータ24て表される空間内に、所定の断面形状を有す

る複数の柱状体または板状体を並へることにより、支持部材34を生成する。支持部

材34 は、例えは、 平面に垂直に一定間隔て並へられた複数の柱状体または板状

体によって形成される。図8は、 平面に垂直に等間隔て並へられた柱状体 34a を

表示する画面の例を表す図てある。図8に示す例のよぅに、井桁構造の背壁の集合

体を支持部材34 にすることかてきる。支持部材34は、 平面に垂直な板形状を縦

横に交差させた構造てあってもよい。

０139 支持部材生成部 7か、支持部材34の形状を表す支持部材テータ2 5を生成する方

怯として、例えは、論理偵算による方怯、または、卓純に柱状体あるいは板状体を並

へて外形テータ24か表す外形てトリムする方怯等かある。

０14０ 論理偵算により文持部材テータ2 5を生成する方怯の一例を挽明する。例えは、支

持部材生成部 7は、支持部材34の外形3 3を定義する形状 (図7参昭) のテータと、

図8に示すよぅに等間隔に並へられた柱状体 34a (図8参昭) のテータとて論理積偵

算する。図9は、柱状体 34a に外形3 3を重ね合わせた状態を表示する画面の例を表

す図てある。論理積偵算の結果、外形3 3と柱状体 34a の両方の形状に含まれる部

分たけか残って支持部材34の形状か得られる。図 ０は、支持部材34の形状を表示

する画面の例てある。図 ０に示す支持部材34の形状と、目的とする構造物3 の形

状 (図5参昭) とを論理和偵算することによって、両方の形状か足し算される。その結

果、造形しよぅとする造形物の形状か得られる。このよぅにして得られる造形物の形状

は、目的とする構造物3 の形状と支持部材34の形状とか合成された形状てある。図



は、目的とする構造物3 と支持部材34とで構成される造形物を表示する画面の

例を表す図である。図 の画面は、支持部材34の上に構造物3 が支持される状熊

０14 1 次に、トリムにより支持部材データ2 5を生成する方法の一例を説明する。図8に示

すよぅに並べられた柱状体 34a に、外形3 3 (図7参照 ) を重ね合わせてトリムすること

により、支持部材34の形状を表す支持部材データ2 5が生成される。図9は、柱状体

34a に外形3 3を重ね合わせた状態を表示する画面の例を表す図である。支持部材

生成部 7は、柱状体 34a のぅち外形3 3内に含まれる部分以外の部分をトリムすること

により、支持部材34の形状を形成する。トリムされた柱状体 34a によって形成された

支持部材34の形状は、例えば、図 ０のよぅに表示される。

０142 このよぅにして形成された支持部材34の形状は、構造物3 を某礎平面上に支持す

ることができる形状である必要がある。図 は、支持部材34の上に構造物3 が支持

される状態を表示する画面の例を表す図である。図 に示すよぅに、支持部材34は

、構造物3 の某礎平面 ( 平面)側の面を全体的に支持する構造になっている。こ

の構造により、構造物3 は、焼成工程において、崩れたり、ガラス化中に垂れたり、

変形したりするなどの形状変化が防止される。

０143 柱状体の断面形状は、正方形 、か長方形が好ま 。この場合、柱の側面が壁とな

る。その壁の厚みと、柱状体の断面形状における正方形または長方形の一辺の長さ

によって、支持部材34の強度が変わる。また、支持部材34 に用いられる材料の強度

によっても、支持部材34の強度は変わる。支持部材34の求められる強度は、造形時

に構造物3 の重呈によって押しつぶされない程度、且つ焼結時に構造物3 の重さ

で押しつぶされな 、い程度が望ま 。一方で、壁の厚みを厚くしすぎると、支持部材

34 が構造物3 に接する面積が大きくなり、焼結後に、支持部材34を構造物3 から

除去した際に、支持部材34の残骸が構造物3 に残りやすくなる。

０144 したがって、支持部材34を構成する柱状体問の壁の厚みは、構造物3 が造形時

に変形しない程度に厚く、かつ造形終了後、あるいは焼成後に手指で簡単に除去で

き、かつ支持部材34除去後も構造物3 に残骸が残らない程度に薄くすることが好ま

、。支持部材生成部 7は、支持部材34 に用いられる材料の組成が決まれば、壁の



厚みを決めることができる。以下、支持部材34を構成する柱状体の壁の厚みを求め

る方法の例について説明する。

０145 (支持部材34の壁の厚み計算方法例)

記録部 には、支持部材34 に用いられる材料の組成を表す組成データ2 3が予め

記録されていることが好ま 、。例えば、構造物3 の設計者が、支持部材34 に用い

る材料の組成を組成データ2 3に設定してもよい。支持部材生成部 7は、設定された

組成データ23を某に、支持部材 34の壁の厚みを計算により求めることができる。

０146 前記測定データは、例えば、積層造形装置で、一屑の厚みに粉材を散布し、液を

射出して形状化させて一定形状のテストピースを形成し、焼成後にテストピースに生

じる収縮や変形の最を計測し、焼成前の寸法と比較、検討することによって得られる

０147 上記の構造物3 の形状、材料を表すデータや、前記測定データは、予め記録部

に記録されていることが好ま 、。支持部材生成部 7は、これらのデータを用いて、

例えば、有限要素法等、一般的な計算方法によって収縮や垂れの生じる部位、方向

と大きさを求めることができる。算出した変形の生じる部位、方向と大きさを表すデー

タは、支持部材34の壁の厚さを求めるのに用いられる。

０148 また、支持部材生成部 7は構造物3 の重呈配分 (例えば、構造物3 を平面に投影

した場合の単位面積あたりの重刮を、支持部材34の壁の厚みの計算に用いてもよ

い。場所によって支持部材34 にかかる重さが変化する場合、支持部材34の壁の厚

みを場所によって変えられる可能性がある。例えば、支持部材生成部 7は、単位面積

あたりの重さが大きい部分にある支持部材34の壁の厚みを、他の部分より厚くするこ

とができる。

０149 このよぅにして作製された支持部材 自身も焼結による収縮変化を起こし、一般的に

その厚みが薄くなる。これは指示部材の除去を容易にするといぅ副次的な効果を有

する。すなわち、支持部材データ2 5は補正済み構造物データ29と外形データ24か

ら生成されるので、支持部材データ2 5を某に造形された支持部材は、焼結により構

造物 (フレーム) と同様に収縮する。これにより文持部材を構成する板状体またほ柱

状体の断面積も収縮によって薄くなり、強度が低下する。その結果、焼成後の構造物



からの支持部材の除去かより容易になるとレぢ利点を有する。

０15０ (支持部材34か構造物3 と接する部分の形状の例)

ここて、支持部材34か構造物3 と接する部分の形状の例について脱明する。支持

部材テータ2 5およひ補正済み構造物テータ29て表される造形物か、積層造形装置

００によって造形された後、あるいは焼成工程終了後に、支持部材34は構造物3

から除去される。支持部材34か除去された後の構造物には後加工 (検索、研磨、ハ

フかけ) か施され、表面か平柑化される。支持部材34を除去する際に、支持部材34

のとの部分て折り取ることかてきるかは、後加工の作業呈や所要時間に大きく影響す

る。後加工を容易にするためには、構造物3 と支持部材34か接する部分の近くか

折れることか好ま 、。すなわち、支持部材34 として、構造物3 から除去した時に、

その残骸か構造物3 に残らないよぅな形状を表す支持部材テータ2 5を生成すること

か好ま 、。

０15 1 支持部材生成部 7は、支持部材34か構造物3 と接する部分の面積かなるへく 、さ

くなるよぅに支持部材34の壁の厚みを算出することか好ま 、。支持部材34か構造

物3 と接する部分の面積を 、さレ止、支持部材34を除去した後に構造物3 に残る

残骸か少なくなる。

０152 また、支持部材生成部 7は、支持部材34を構成する柱状体または板状体と構造物

3 とか接する部分において、柱状体または板状体の壁の厚みを他の部分よりも背く

することかてきる。

０153 また、支持部材生成部 7は、構造物3 において、支持部材34か接する部分の周辺

部を構造物3 の内面方向へ窪ませるよぅに構造物テータ22を修正してもよい。図

Z は、支持部材34か接する部分の周辺部を窪ませた場合の支持部材34と構造物

3 の断面形状を示す図てある。図 2 に示す例ては、支持部材34と構造物3 か

接する部分の周辺部に窪み3 aか設けられている。窪み3 aの深さは構造物3 の

厚み以下てあることか好ま 、。構造物3 の破壊防止のためてある。

０154 また、窪み3 aの大きさは、後処理て解梢てきる程度てあることか好ま 、。例えは

、構造物3 かフリノシのフレームてある場合、窪み3 aの面積か構造物3 の表面全

体に対して、面積比て3０ 程度以上にならないことか好ま 、。



０155 また、支持部材生成部 7は、構造物3 に接する部分の近くに切り火きを有する支持

部材34を表す支持部材データ2 5を生成してもよい。図 2 は、切り火きを有する支

持部材34の断面形状を示す図である。図 2 に示す例では、支持部材34と構造物

3 が接する部分の根元に切り火き34bが設けられている。これにより、支持部材34

は、除去されるときに根元に近い切り火き34a 部分で折れやすくなり、残骸を構造物

3 に残しにくくなる。

０156 なお、支持部材34を構成する柱状体の断面形状は、正方形または長方形に限ら

れない。例えば、円、楕円、菱形、平行四辺形、五角形、正六角形、ひょぅたん型等

任意の形状の断面形状を持つ柱状体で支持部材34を構成してもよい。すなわち、

断面形状として、三角形よりも多くの角を有する多角形、円形や扇形のよぅな曲面を

含れ形状等が用いられてもよい。また、これらのぅち任意の2種類以上の形状が併用

されてもよい。なお、ステップ5 3における補助部材の断面形状も、支持部材34と同

様に形状に構成しぅる。

０157 (支持部材34の変形例)

図 3および図 4は、図 ０に示す支持部材34の例とは、典なる形状を有する支持

部材34の変形例を表示する画面を表す図である。図 3に示す支持部材34の形状

は、 平面に垂直な板状体を縦横に交差させた構造であり、それぞれの板状体にお

ける 方向の端部が外側へ突出している。図 4に示す支持部材34 においては、支
。持部材34を構成する柱状体の断面形状が、 軸に対して略4 5 の角度を有する辺

を持つ正方形となっている。

０158 (ステップS 6 断面データ生成工程 )

ステッ 6において、断面生成部9は、支持部材データ2 5で表される支持部材34

と、補正済み構造物データ29で表される構造物3 とで構成される造形物の、某礎平

面に略平行な複数の平面それぞれにおける断面形状を表す断面データ26を生成

する。

０159 図 ～図 5Cは、構造物3 であるブリッジのフレームと支持部材とで構成される

造形物を、互いに所定の間隔を有する複数の平行な面で輪切りにした様子を示す図

である。図 ～5C においては、輪切りにした場合の各断面における構造物3 あ



るいは支持部材の形状が、線により示されている。図 は、造形物を横から見た図

、図 5 は、造形物を斜め上から見た図、図 5 Cは造形物を上から見た図である。

０16０ 断面生成部9は、例えば、図 ～5C に示すよぅに、構造物3 を所定の間隔 ( 。
ヒ

ッチ) で輪切りにした場合の、各断面における構造物3 の2次元の形状を断面デー

タ26として生成する。前記所定の間隔は、構造物3 が造形される際の造形屑の厚

みに応じて決められることが好ま 、。

０16 1 断面データ26は、例えば、各断面の2次元形状をビットマップで表す画像データ群

である。各断面の画像において、構造物3 に相当する部分は、構造物3 が形成さ

れる領城であることを示す階調のデータで表される。構造物3 を形成する材料また

は色によって階調を変えて、各断面における構造物3 の形状が表されてもよい。図

6は、構造物3 であるフレームの各断面における画像データの例を示す図である。

０162 断面生成部9は、各断面の2次元形状を表す画像データの解像度が、後述する積

層造形装置 ００におけるイン欠ジェットヘッドの解像度に適合するよぅに、画像データ

のザイズを補正してもよい。例えば、前記イン欠ジェットヘッドのドット密度が、5 2ドッ
トノ3 6 ( 4 ・2ドット )である場合、これに合ぅビット間隔になるよぅに画像デ

ータのザイズが補正されることが好ま 、。

０163 以上のよぅに、実施の形態 においては、構造物の一例としてブリッジのフレームを

造形するためのデータを作成する場合について説明したが、構造物は、ブリッジのフ

レームに限らない。例えば、矯正用ブラケット矯正装置、インレー、オンレー、クラウ

ン、ブリッジ、クラウンのフレーム、コア材、インプラント上部構造、人工歯、各種模型、

実験用治具、実験用構造材などの歯科用構造材、人工歯、術前評価などに用レ屯

れる顎骨形状模型、インプラント埋入時に用いる方向・位置決め用治具を構造物とす

ることができる。さらに、構造物は、歯科用材に限られず、他の分野における任意の

形状の構造物を目的とする構造物とすることができる。

０164 (実施の形態2)

実施の形態2は、実施の形態 における造形データ作成システム で作成される断

面データ26と、積層造形装置 ００とを用いて、例えば、フレーム等のよぅな構造物を

製造するための製造方法に関する。積層造形装置 ００は、造形テーブル上に、その



屑の一部を選択的に形状ィヒさせた造形屑を積層することによって所望の造形物を製

作する装置である。

０165 図 7は、積層造形装置 ００の概略構成を示す斜視図である。図 7において、互

いに直交する水平方向軸をX軸および 軸、上下方向軸をZ軸とする。図 7に示す

よぅに、積層造形装置 ００は、造形テーブル ０、升 2０、粉体フィーダ 3０、液剤

フィーダ 4０、掻き取り部材 5０、光源 6０を備える。図 では、構造を理解しやす
くするために、升 2０が二点鎖線で示され、その中の造形テーブル ０が透視され

るよぅに図示されている。

０166 造形テーブル ０は、Z軸方向に昇降可能であり。升 2０は、造形テーブル ０の

水平方向の周囲を取り囲む壁を備える。粉体フィーダ 3０は、粉体を造形テーブル

０上に散布する。液剤フィーダ 4０は、液剤を造形テーブル ０上に射出する。掻

き取り部材 5０ほ、造形テーブル ０上に散布された粉体の上面を平面にならす。

０167 光源 6０は、射出されね液剤を光重合させるための光源、また拭液剤の乾燥を促

進させるための熱線光源として必要に応じて設ける事ができる。

０168 積層造形装置 ００は、コンピュータ (図示せず) を備える。このコンピュータは、所定

の制御プログラムに某づいて、造形テーブル ０、粉体フィーダ 3０、液剤フィーダ

4０、掻き取り部材 5０および光源 6０の動作を制御する。

０169 粉体フィーダ 3０は、 軸方向において、造形テーブル ０の寸法と略同一幅の

粉体散布幅を有する。粉体フィーダ 3０は、粉体を散布しながらX軸方向に移動する

ことにより、造形テーブル ０の全面に粉体を散布する。

０17０ 粉体フィーダ 3０は、例えば、スライダ (図示せず) によって、X軸方向に移動させら

れる。前記コンピュータは、前記スライダを駆動するためのドライバに制御信号を送る

ことによって、粉体フィーダ 3０を制御することができる。

０17 1 掻き取り部材 5０は、その下端に 軸方向に延びた掻き取り端縁 5 を有する。掻

き取り端縁 5 を升 2０の上面 22に摺動させながら、掻き取り部材 5０はX軸方向

に移動する。掻き取り部材 5０は、例えば、スライダ (図示せず) によって、X軸方向

へ移動させられる。

０172 液剤フィーダ 4０は、例えば、イン欠ジェットヘッドである。液剤フィーダ 4０は、一



軸案内機構 4 8により 軸方向に移動する。そして、この一軸案内機構 4 8は図示

しない駆動機構によりX軸方向へ駆動される。すなわち、液剤フィーダ 4０は、造形

テーブル ０上をX軸方向および 軸方向に走査しながら、所望する位置にて造形

テーブル ０に向かっで液剤を射出する。積層造形装置 ００は、例えば、一軸案内

機構 4 8においで液剤フィーダ 4０を 軸方向へ移動する スライダ (図示せず) と、

液剤フィーダ 4０をX軸方向へ移動させるXスライダ (図示せず) を備えてもよい。
。０173 この液剤フィーダ 4０の動作は、前記コンピュータによって制御される。前記コンヒ

ュ一タは、前記Xスライダおよび前記 スライダを駆動するためのドライバに制御信号

を送ることによっで液剤フィーダ 4０を制御する。また、コンピュータは、例えば、造形

データ作成システム で生成された断面データ26等に某づいて、液剤フィーダ 4０

が液剤を射出する位置を制御することできる。
。

０174 造形テーブル ０は、図示しない駆動機構により一定ピッチで下降される。この ヒ

ッチが、造形テーブル ０上に積層される粉体の 屑の厚さに対応する。すなわち、

ピッチに相当する厚さずつ、造形テーブル ０上に粉体が積層されていく。造形テ

ーブル ０は、例えば、スライダ (図示せず) によって、上下方向へ移動させられる。

０175 次に、積層造形装置 ００が、造形物を製造する方法について図 8を用いて詳細

に説明する。

０176 図 8 は、造形テーブル ０上にすでに粉体による造形屑が、複数屑 (図では2

屑 )積層された状態を示している。図 8 に示す状態において、造形テーブル ０

上の堆積された複数の造形屑のぅち最上層 7 は、液剤の形状化により形成された

固結部 7 2を含む。最上層 7 の つ前に堆積された造形屑 7 3も、液剤の形状化

により形成された固結部 74を含む。

０177 図 8 に示す状態において、粉体フィーダ 3０は、X軸方向に移動しながら、その

スリット 3 2から造形テーブル ０上に粉体 34を散布する。

０178 次に、図 8 に示すよぅに、掻き取り部材 5０が、X軸方向に移動して、粉体 34の

上面を升 2０の上面 22と同一の高さに規制する。これにより最上層 7 上に、均一

の厚みを持つ粉体屑 7 5が形成される。

０179 次いで、図 8 C に示すよぅに液剤フィーダ 4０が移動しながら、粉体屑 7 5中の造



形物を形成する位置に向かっで液剤を射出する。液剤が射出される位置は、断面デ

ータ26に基づいて制御される。例えば、断面データ26が表す断面形状を、粉砕屑

7 5に形成するよぅに、液剤フィーダ 4０が液剤を射出する。その結果、粉砕屑 7 5に

おいて、断面データ26で表される断面形状が形成される。すなわち、液剤フィーダ

4０が射出した液剤が、紛体屑 7 5の断面データ26で表される断面形状の部分にバ

インダー液として含浸する。

０18０ 次いで、図 8 に示すよぅに、光源 6０により光を照射して、粉砕屑 7 5に付与さ

れね液剤を重合させ形状ィヒさせる。液剤が形状化する際、液剤が付与された領城内

の粉体が一体ィヒされる。かくして、粉砕屑 7 5中に固結部 7 7が形成される。形成さ

れる固結部 7 7の形状は、断面データ26によって表されたある つ断面における断

面形状である。

０18 1 次いで、造形テーブル ０を所定のピッチだけ降下させて、上記の図 8 ～図 8

に示す動作を行ぅ。上記の図 8 ～図 8 に示す動作を、断面データ26に含ま

れる断面それぞれについて順次繰り返す。

０182 最後に、造形テーブル ０の末固結の粉体を除去することにより、図 8 に示すよ

ぅに、固結部 74 7 2 7 7等が一体となった造形物を得ることができる。この造形

物は、例えば、焼成炉を用いて焼成される。

０183 以上の工程を、例えば、実施の形態 における造形データ作成システム で作成さ

れた断面データ26を用いて行ぅことにより、構造物3 およびそれを支持する支持部

材34 が一体となった造形物を製造することができる。

０184 以上のよぅな、積層造形装置 ００の動作は、積層造形装置 ００が備えるコンピュー

タが所定の制御プログラムに基づいて積層造形装置 ００を制御することによって実

行することができる。以下、図 8に示す動作を実現するための制御プログラムによる

制御の一例を説明する。図 9は、制御プログラムによって制御される処理の一例を

示すフローチャートである。

０185 まず、コンピュータは、造形テーブル ０のスライダを駆動するためのドライバに制

御信号を送って、造形テーブル ０を造形開始位置に移動させる (ステップS 2 )

造形テーブル ０が所定の位置に配置されると、コンピュータは、粉体フィーダ 3０



に移動を開始させる (ステップS 22) 。コンピュータは、例えば、粉体フィーダ 3０のス

ライダを駆動させるドライバに制御信号を送ることにより、粉体フィーダ 3０を移動さ

せることができる。

０186 コンピュータは、粉体フィーダ 3０の移動開始後一定時間が経過したら、粉体フィ

ーダ 3０の撒布口を開く(ステップ523) 。コンピュータは前記一定時間経過後に粉

体フィーダ 3０が一定速度に達し、加速度がゼロになったと判断することができる。

０187 粉体フィーダ 3０が撒布口を開いて、粉 4を撒布し始めてから一定距離を移

動した時点 (あるいは一定時間経過した時点 )で、コンピュータは、粉体フィーダ 3０

の撒布口を閉じる (ステップ524) 。その後、コンピュータは、粉体フィーダ 3０の移動

を止めて (ステップ525) 、待避場所に戻す(ステップ526)

０188 次に、コンピュータは、液剤射出パターンを表すデータを読み込む (ステップ527)

。液剤射出パターンは、例えば、断面データ26が表すある一断面における断面形状

である。コンピュータは、液剤フィーダ 4０の移動を開始する (ステップ528) 。移動開

始後、一定時間経過した時点で、コンピュータは、液剤フィーダ 4０が一定速度に達

し、その加速度がゼロになったと判断して、液剤の射出を開始する。液剤の射出は、

ステップS 27で読み込んだデータに従って行われる。一断面分の射出が終了すると

、コンピュータは液剤フィーダ 4０の移動を止める (ステップS 3０)

０189 コンピュータは、射出した液剤の最が、予め設定されている呈に達しているか否か

判断する (ステップ53 )。液剤の最が設定されている呈に達していない場合 (ステッ

プS 3 で Oの場合 ) 、ステップS 28～S 3 の処理が再度実行される。このように、液

剤呈が多く設定されている場合はステッ S 28～3 を複数回繰り返すことで、所定

の液剤呈を射出することができる。

０19０ ステップS 3 で Sの場合、コンピュータは、液剤フィーダ 4０を退避位置に戻し(

ステップS 32) 、造形テープル ０を積層ピッチ 回分下降する (ステップS 33) 。コン

ピュータは、全積層分について終了するまで、ステップS 2 ～33の処理を繰り返す(

ステップS 34) 。すなわち、ステップS 2 ～33までの処理は必要な回数繰り返される。

以上が、図 8に示す動作を実現するための制御プログラムによる制御の一例である



０19 1 図 9に示す処理において、ステップ527 で読み込む断面データ26として、実施の

形態 における造形データ作成システム で作成されたデータを用いることができる。

造形データ作成システム で作成されたデータを用いることによって、構造物3 およ

びそれを支持する支持部材34が一体となった造形物が製造される。構造物3 は、

支持部材34 に支持された状態で形成されるので、形成過程で崩れにくい。また、支

持部材34 は、簡単に構造物3 から除去でき、かつ構造物3 に残骸が残りにくい形

状になっている。

０192 支持部材34を除去した後の構造物3 は、外周全面に渡って高さ方向に一回の積

層厚み分の段差が生じる。また、インク、ジェットヘッドの解像度や吐出液呈と、粉体の

粒子径の組み合わせ等によって、平面方向で細かなぎざぎざが生じる事がある。

０193 例えば、構造物3 が、フレームである場合、その表面は平滑ではない。そこで、支

持部材34を除去した後の焼成工程において焼結条件 (焼成条件 ) を適切に設定す

ることにより、造形物の表面段差を解消することができる。また焼成工程での加熱作

業を焼結、焼成処理とグレーズ処理の2つの処理で構成することによって精度よくか

つ表面の滑沢な焼結品、あるいは焼成品を製造する事が可能である。

０194 更に必要があれば造形後の後処理 (研削、研磨、バフがけ) を実施してもよい。積

層造形装置 ００において、造形データ作成システム で作成された断面データ26を

用いて形成されるブリッジのフレームは、形成過程で崩れにくく、焼結過程で変形が

起こりにくく、かつ支持部材34を除去しても残骸が残りにくい。そのため、後処理によ

って、フレームの表面を容易に平滑化することができる。また、文台歯との適合精度も

実用上十分なレベルにできる可能性が高い。

０195 また、実施の形態2においては、積層造形装置 ００が、粉体を積層して屑の一部を

形状化することによって造形物を製造する方法について説明したが、造形屑を積層

することによって造形物を製造する方法は、粉体を積層する方法に限られない。例え

ば、光形状化樹脂を積層して、光を照射することによって屑の一部を形状化する光

造形方法や、シート材を積層してその一部をカットする方法を用いることもできる。ま

た、粉末素材の屑にレーザを照射することによって屑の一部を瞬間焼結して形状化

する粉末焼結法を用いることもできる。その他の積層造形方法として、例えば、インク



ジェット法、樹脂押し出し法、シート切断法等を用いることができる。

また、実施の形態2における積層造形装置 ００の造形テーブル ０に、例えば、テ

ーブル面に平行な回伝軸を設けて、造形テーブル ０のテーブル面が、上下逆さま

になるよぅに回伝可能な構成とすることができる。この回伝可能な造形テーブル ０

を使用して積層造形を行ぅ場合の動作の例を説明する。まず、形状ィヒさせたい部分

に液剤が射出され、次に粉体が一屑撒布される。このとき、液剤が射出された部分に

撒布された粉体のみが液剤と接触して形状化する。その後、一且造形テーブルが回

伝して粉体が撒布された面が逆さまになることにより、形状化しなかった粉体は重力

によって落下する。このよぅな動作を繰り返すことにより積層造形が行われる。



請求の範囲

光を照射することにより、またはバインダー液を含浸させることにより、少なくとも一部

を形状ィヒさせた造形屑を、某礎平面上に積層することによって、前記形状ィヒされた

部分を造形物として形成する積層造形装置で用いられる、前記造形物の形状を表す

造形データを作成する造形データ作成システムであって、

所望の構造物の形状を表す構造物データを入力する構造物データ入力部と、

前記積層造形装置が形成する前記造形物に用いられる材料の組成を表す組成デ

ータを記録する組成データ記録部と、

前記造形物に用いられる可能性のある材料の組成と、当該材料の乾燥、重合また

は焼結による変化の最を示す変化呈データとを対応づけて記録する変化呈データ

記録部と、

前記組成データで示される材料の組成に対応する変化の最を示す変化呈データ

を前記変化呈データから取得し、取得した変化呈データに某づいて、前記構造物デ

ータを用いて形成される造形物が、乾燥、重合または焼結による変化後に前記所望

の構造物の形状に近くなるよぅに当該構造物データを補正する補正部と、

前記構造物を前記某礎平面上に配置し、前記配置された前記構造物を前記某礎

平面に垂直に投影した投影面と、前記構造物との間の空間の外形を表す外形デー

タを、前記構造物データを用いて生成する外形生成部と、

前記空間の略全体な満たすよぅに形成され、前記構造物を支持する支持部材の形

状を表す支持部材データを生成する支持部材生成部と、

前記某礎平面に略平行な複数の平面それぞれにおける断面形状を表す断面デー

タを、前記構造物データ、前記支持部材データおよび前記外形データに某づいて生

成する断面生成部とを備える造形データ作成システム。

2 前記構造物データ入力部は、前記所望の構造物が他の物体に装若されるものであ

る場合に、前記物体と前記構造物との相対的な位置関係を示す関係データをさらに

前記関係データに某づいて、前記物体と前記構造物との前記位置関係を固定する

ための部材を表す補助形状データを生成し、前記構造物データに付加する補助形



状データ生成部をさらに備える、請求項 に記載の造形データ作成システム。

3 前記補助形状データ生成部は、前記前記物体と前記構造物との間に設けられた板

状体または柱状体を表すデータを、補助形状データとして生成するものであって、前

記組成データ記録部に記録された前記組成データを用いて、前記板状体または前

記柱状体の断面積を求めることで前記補助形状データを生成する、請求項 に記載

の造形データ作成システム。

4 前記補助形状データ生成部は、前記部材が前記物体と接触する部分の面積を、

前記位置関係を固定するのに必要な面積であり、且つ前記構造物と前記物体との間

の接着強度が所定値を下回らないために必要な面積となるよぅに構造物データおよ

び関係データを用いて計算し、前記補助形状データを生成する、請求項2に記載の

造形データ作成システム。

5 前記補助形状データ生成部は、前記構造物データが示す構造体のぅち、前記物体

に装若される面に付加され、前記構造体と前記物体との間に所望のスペースに等し

い厚みを持ち、前記物体と接触する面が前記物体の該当する部分の形状と同じ形

状の面である複数の板状体、または柱状体で形成される部材を表す補助形状デー

タを生成する、請求項2～3のいずれか 項に記載の造形データ作成システム。

6 前記補助形状データ生成部は、前記構造体の前記部材と当接する部分における

法線方向に伸びている複数の板状体、または柱状体で形成される部材を表す補助

形状データを生成する、請求項2～4のいずれか 項に記載の造形データ作成シス

テム。

7 前記外形生成部は、前記補正部によって補正された補正済み構造物データと前記

某礎平面上との間にできる空間の体積に某づいて前記補正済み構造物の配置を決

定し、前記補正済み構造物データと前記某礎平面との間にできる空間の外形を表す

外形データを生成する、請求項 に記載の造形データ作成システム。

8 前記支持部材データは、前記某礎平面に対して垂直に設けられた複数の板状体

または柱状体で形成される支持部材を表す、請求項 に記載の造形データ作成シス

テム。

9 前記支持部材データは、前記板状体または前記柱状体の水平方向の厚みが、前



記構造物に接する部分において、他の部分に比へて 、さくなっている前記支持部材

を表す、請求項 に記載の造形データ作成システム。

０ 前記支持部材生成部は、前記構造物に接する部分の近くに切り火きを有する支持

部材を表す支持部材データを生成する、請求項 に記載の造形データ作成システム

前記支持部材生成部は、前記構造物において、前記支持部材か接する部分の周

辺部を構造物の内面方向へ窪ませるよぅに前記構造物データを修正する、請求項

に記載の造形データ作成システム。

2 前記組成データ記録部は、前記支持部材に用いられる材科の組成を表す組成デ

ータもさらに記録し、

前記支持部材生成部は、前記組成データ記録部に記録された前記組成データを

用いて、前記板状体またほ前記柱状体の水平方向の厚みを求める、請求項 に記載

の造形データ作成システム。

3 前記支持部材生成部は、前記構造物か前記支持部材に与える力の分布を、構造

物データを用いて計算し、核分布に某ついて前記板状体または前記柱状体の水平

方向の厚みを求める、請求項 に記載の造形データ作成システム。

4 前記構造物は、口腔内の補綴物てあり、前記構造物データは、前記 口腔内または

その周辺部を側定することによって得られた側定データを某に生成されたデータてあ

る、請求項 に記載の造形データ作成システム。

5 請求項 に記載の造形データ作成システムて作成される前記断面データと、前記

積層造形装置とを用いて前記構造物を製造するための製造方怯てあって、

前記積層造形装置か備える上下に移動可能な造形テ一フル上に、所定の厚みの

造形屑を形成する屑形成工程と、

前記造形屑の少なくとも一部てあって、前記断面データか表す断面形状に応した

形状の部分のみ選択的に光を照射するかまたはハインター被を射出し、含侵させて

形状化する造形工程と、

前記造形テ一フルを前記所定の厚み分降下させる降下工程と、

前記屑形成工程およひ前記形状化工程を、前記断面データか表す前記複数の平



面それぞれについて順次繰り返すことによって、前記造形屑を積層する積層工程と、

前記積層工程で積層された前記造形屑において、前記形状化工程で形状ィヒされ
。た部分以外の部分を除去することによって、前記支持部材によって前記造形テ一フ

ル上に支持された状態の前記構造物を形成する除去工程とを備える製造方法。

6 光を照射することにより、またはバインダー液を含浸させることにより、少なくとも一部

を形状ィヒさせた造形屑を、某礎平面上に積層することによって、前記形状ィヒされた

部分を造形物として形成する積層造形装置で用いられる、前記造形物の形状を表す

造形データを作成する処理をコンピュータに実行させる造形データ作成プログラムで

あって、

所望の構造物の形状を表す構造物データを入力する構造物データ入力処理と、

前記積層造形装置が形成する前記造形物に用いられる材料の組成を表す組成デ

ータを記録する組成データ記録部と、前記造形物に用いられる可能性のある材料の

組成と、当該材料の乾燥、重合または焼結による変化の最を示す変化呈データとを

対応づけて記録する変化呈データ記録部とにアクセスし、前記組成データで示され

る材料の組成に対応する変化の最を示す変化呈データを前記変化呈データから取

得し、取得した変化呈データに某づいて、前記構造物データを用いて形成される造

形物が、乾燥、重合またほ焼結による変化後に前記所望の構造物の形状に近くなる

よぅに当該構造物データを補正する補正処理と、

前記構造物を前記某礎平面上に配置し、前記配置された前記構造物を前記某礎

平面に垂直に投影した投影面と、前記構造物との間の空間の外形を表す外形デー

タを、前記構造物データを用いて生成する外形生成処理と、

前記空間の略全体な満たすよぅに形成され、前記構造物を支持する支持部材の形

状を表す支持部材データを生成する支持部材生成処理と、

前記支持部材データで表される前記支持部材と、前記補正部によって補正された

構造物データで表される前記構造物とで構成される造形物の、前記某礎平面に略

平行な複数の平面それぞれにおける断面形状を表す断面データを、前記構造物デ

ータ、前記支持部材データおよび前記外形データに某づいて生成する断面生成処

理とをコンピュータに実行させる造形データ作成プログラム。
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